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1 はじめに

夏秋キュウリは本県の夏季冷涼な気象条件を生

かした品日として,長年にわたつて果菜類の中

で,表 -1に示したようにトップ品目の地位を維

表-1 岩手県における4El別農産物の粗生産額と順位

持してきた。

本県の夏秋キュウリは昭和40年代前半に,品

種がそれまでの黒イボ系に替わって白イボ系が導

入され,ま た,現在でも露地栽培の基本となつて
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単位 :百万円
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いるパイプ支柱および誘]1用ネットを利用した栽

培もこの頃に普及するなど,大きく変革した。そ

の後,水田転作を契機に面積が急激に増加し,昭

和50年 には876haまで栽培面積が拡大した。

しかし,近年は栽培者の老齢化や多労型で作業

適期に幅の少ない品目特性に対する敬遠等により

栽培面積は,表 -2に示したように漸減傾向にあ

表-2 岩手県におけるキュウリ作付面積の推移

る。

そのような情勢でも,キ ュウリは本県野菜の柱

であり,キュウリ経営で生計を樹てようとする意

欲あるグループも出てきて,農業団体や県として

も大規模経営を支援する方策を模索してきた。

平10平 7平 2

作 付 面 積 (ha) 719

10a 収 量 (kЯ ) 1,785 1,538 1,840 4,910 4,050 5,930 5,900 5.450 5、 235

2 キュウリの草勢維持と作型組合せ

露地キュウリは前進作型で100～ 120日 の収穫

期間が可能であるが,収穫が始まって約 60日 で

草勢の低下がみられ,良果率も同様に落ち込む場

合が多い (表 -3)。 草勢を維持または回復させる

ためには,葉かき .整枝 肥培 病害虫防除等の

作業の徹底が必要であり,こ れに多くの労力と資

材費を投入しなければならない。それでも,収穫

量と品質の低下を食い止めることは困難である。

表-3 播種期と時期別商品呆収穫量,良果率 (平成 4年度)

表-3は露地栽培を前提に,1か月間隔で播種

した3作型の組合せの試験成績を示しているが,

これにより贋穫量と品質の両面で,長期に高位安

定生産が可能となることが解る。これに加えて,

パイプハウスを利用したハウス早出し作型とハウ

ス遅出し作型を取り入れることにより,よ り長期

の安定生産が可能となる。キュウリを経営の柱に

据えている農家は当然このような方式を実践して

いて,ma以上の経営面積を実現している例もある。

播 種 期  幣 枝 法 項 日 7月 一一
ロ〈
日10月9月8月

5 1播  2本仕立
三塁
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穫

果

収

良

(k9/D
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47 1
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16 7       58 2

6 1播  半 放 任
旦里
率

穫

果

収
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率

穫
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収
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196 8
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79 4

一
　

一

103 4     640 6

60 6     73 8
6 30播  半 放 任
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3.低コスト大量苗生産の必要性

リレー栽培では,5月 から11月 まで収穫及び栽

培管理作業が連続する。従って,6月 から7月 に

かけては遅い作型の育苗を重複して行わなければ

ならない。栽培管理に専念するためには,育苗と

栽培の分業化が有効である。苗は育苗センター等

表-4 キュウリの10アール当り収益性

から購入する方法である。

また,遅出し作型では密植により収量低下が軽

減される傾向があり,こ の点も含めて,苗の低コ

スト大量供給体制の確立が望まれる。

各作型におけるキュウリの 10a当 り収益性と

作業種類別所要労力を,表 -4と 表-5に示した。

ハウス早出し ハウス遅出し 露 地 普 通 露 地 抑 制
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表-5 作業種類別入力所要時間
単位 :hrs/10a
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4.試験研究における取り組み

(1)キユウリ接ぎ木装置 (接ぎ木ロボット)の実

用化 (平成4～ 5年度)

生研機構が取り組んだキュウリ接ぎ木装置の実

用化に係る現地実証試験を協力 分担して,その

性能を把握するとともに,問題点を見出した。

作業能率は,当初実施した抑制栽培では,慣行

手接ぎ木苗区の271秒/株に対して,機 lrt接 ぎ木

(片葉切断接ぎ)区は127秒/株で,21倍の能率

であつた。苗供給方法の見直しを行ったその後の

実証では,慣行の手接ぎに対して27倍の作業能

率に向上した。

作業精度では,機械的接ぎ木 (片葉切断接ぎ)

表-6 接ぎ木成功率,活着率および成苗率

成功率は930%であった。接ぎ木失敗の原因とし

ては,苗の供給ミス等でクリップ接着部に台木,

穂木の双方が揃わなかったことや台木の切断不良

が挙げられた。このうち,前者については作業者

の慣れでかなり減少できると思われた。

機械接ぎ木 (片葉切断接ぎ)苗区では接ぎ木後

9日 目の活着率が85%と ,慣行手接ぎ木区の95%

より劣つた。養生管理時に必要な高湿度の環境条

件が十分保持されなかったことと,順化期間が短

かったことが要因として考えられた。作業精度に

ついてもその後の実証で向上させることができた

(表-6)。

接ぎ木成功率ω

(%)

活着率 (b)

(%)

成苗率 (c)

(%)

a× b a× c
年 次 作

平 4

平 5

平 5

平 5

93 0
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98 0

95 8
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87 6
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抑

抑

0)キ ュウリ断根セル苗生産技術 (平成 5年度)
ロボット接ぎ木 (片葉切断接ぎ)に より接ぎ木

自体は省力できるが,苗運搬を考慮するとセル育

首が望ましい。しかし,呼び接ぎの苗ほどではな

いにしろ,セ ル育苗では台木のカボチャの根が邪

魔をして移植が困難である。

そこで,行 き着いたのが台木の胚軸を切断し

て,セル培地に挿し木する方法である。この試験

を単年度ではあるが,精力的に取り組んで実用水

準まで持ち込んだ。これにより,大量苗生産が可

能となり,ロ ボット接ぎ木そのものも現場に普及

することが出来た。以下に断根セル苗生産技術の

要点を示す。

①ロボット接ぎ木 (片葉切断接ぎ)に供する穂

木及び台木は,播種後9～ 10日 で胚軸長が5～ 8

cn程度になるよう少湿管理とする。

②断根挿し木はロボット接ぎ木苗の台木の発根

部に近い部位を切断し,速やかにセルに挿す。

③断根苗の養生期間は接ぎ木後4日程度とし,

温度は昼夜ともあ～30℃ ,湿度85～ 95%,照度

2000～ 35001uxで 管理する。

④使用するトレイは,接ぎ木後7～ 8日程度で

苗供給する場合は72セルでよいが,本葉 2枚程

度まで育苗する場合は50セルトレイを1つ置き
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に利用する方法が必要である。

平成5年度における,根付苗と比較した断根苗

表-7 接ぎ木後の断根苗生育 (平成5年度)

の生育状況を表-7に示した。

ぎ  木 日 接 ぎ 木 11日 目

活着率

(%)
南しおれ指数 ti 雹塀根巻指数

68    56     15

79    61      2_5

葉長

(m)
軸
ω

苗

苗

根

付

断

根

100

100

01

04

40

39

46

45

(注 1)苗のしおれ指数

(注 2)根巻指数

0:正常 1:穂木千葉のしおれ 2:1と
3:穂本,台木のしおれ 4:枯死
0:セル内部のみ発根 1:セル表面に発現
3:十分根巻きしている

3の中間

2:1と 3の中間

0)キ ユウリのセル成型苗直接定植技術 (平成 6

年度)

各地に大型育苗施設が設置され,野菜のセル成

型苗生産が本格化している。せっかくセル育苗し

た苗も,苗供給側における育苗施設の効率的運

用,運搬の利便性だけで終わっては,栽培農家に

表-8 播種期,セル容量別育苗日数

とつてメリットが半減する。できれば農家段階で

鉢に移植しないで,そのまま直接定植したい。

そこで,ロ ボット接ぎ木したセル成型苗を直接

圃場に定植する場合の,適応作型と生育特性につ

いて検討した結果,作型 .セル容量別に好適育苗

日数が明らかとなった (表 -8)。

単位 :H

播 (月  日)
1セ ル 容 量

51 61 6 10 6 20

72セ ,レ

50・ L・ ル

381ヒ ,レ

35m`

60

90

19～ 20

22-23

25～ 26

18～ 19

20～ 21

22～ 23

17´-18

19´-20

21^´ 22

14^-15

16´-17

17--18

①セル苗の定植適期幅は狭く,外観的には茎葉

の広がりがセル径の15倍程度,葉数12～ 15枚 ,

草丈10～ 15 cmで ,根鉢が崩れない範囲で根巻き

が進みすぎない段階がよい。

②培養土容量の少ないセル苗は,本圃での地表

面の水分‐温度等の変動に影響されやすい。活着

促進のため防風対策を講じた上,砕土 整地をて

いねいに行うとともに,活着までの水分管理に留
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意する必要がある。

③セル苗は慣行ポット苗に比較して,活着後の

生育は旺盛となり草勢は良好である。

④作型としては,露地栽培を前提にすれば,5

月以降の播種作型に適応する。最も早い定植とな

る5月 中下旬の作型では,従来のポツト育苗の方

式が大苗定植ができ,収量が安定する。

14)ハウスキュウリの遅出し作型における不耕起

栽培法 (平成 8～ 9年度)

ハウス・露地栽培を含む各種作型を組み合わせ

た省力的な短期連続栽培法では,5月 から11月 ま

で定量継続出荷が可能である。しかし,7月 は露

地作型の収穫最盛期であり,ハ ウス早出し作型の

跡地整理とハウス遅出し作型の圃場準備が交錯し

て繁忙となる。

そこで,作型切替え時の跡地整理と圃場準備を

大幅に省略できる,2作 目の不耕起栽培法を検討

した。

①前作キュウリの後片付けとしては,茎の地際

から切断して,地上部をハウス外へ持ち出すだけ

で済む。遅出しキュウリのための新たな回場準備

は必要ない。

②遅出し作型の定植位置は前作の株跡の間と

し,継続使用のポリマルチに穴を開けて定植す

る。

③使用する苗は,大量生産が可能で植付けも容

易なセル苗とする。また,播種期は慣行ポット苗

と同じ7月 始めとして,播種後 15日 程度の若苗

を植付ける。このことにより,露地作型の収穫量

が減少する9月 上旬からの本格収穫開始となり,

収量も安定する。

④前作の早出し作型の肥培管理は慣行どおりに

行い,遅出し作型は定植活着後の液肥だけで対応

できる。

⑤定値期が高温期であることから苗の老化に注

意し,定植後についても萎れやすいので,活着す

るまで株元潅水を十分に行う。

不耕起による時期別収量を表-9に示した。

表-9 ハウス遅出し作型における苗の種類による時期別商品呆収量 (平成 8年度)

8下  9上   9中   9下   10上  10中  10下  合 ll

ポット苗 18 2   140 4  248 5  139 4   65 7   32 3   104 0  748 5

不 耕 起

ポット苗

セル苗 早植え
セル苗・遅植え

33 3    66 7  633 3

39 4   112 1  773 3

31 3    74 7  428 3

10 1   110 1  215 2   140 4   57 6

67 7   168 7  283 8   64 6   37 4

-     32 3  117 2  120 2   53 5

5,現地普及の状況

(1)ロボット接ぎ木および断根苗育苗

岩手県経済連では平成5～ 6年度に園芸育苗セ

ンターを建設して,接 ぎ木ロボットを4台導入し

た。現在約 50万本の接ぎ木苗を生産供給してい

るが,こ れは本県共販面積の20%強 をカバーす

る苗数に相当する。

50万本の大半が露地普通栽培用であるが,6～

7月播種の苗需要は江刺市や紫波町の大規模栽培

農家からのものであり,本苗生産体制は一戸当り
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の作付面積拡大に貢献している。

また県内では,ロ ボット接ぎ木ではないが,人

手による片葉切断接ぎを行つて苗供給している農

協育苗センターもある。

(2)セル苗直接定植技術

片葉切断接ぎのセル苗のほとんどが直接定植と

推定されるが,生育中後半の過繁茂や定植適期幅

が狭いことを問題視する例もみられる。

③ 不耕起連続栽培
主要産地の江刺市や紫波町では,以前よリハウ

ス抑制栽培の多くが不耕起栽培栽培であるが,江

刺市ではこれにセル苗直接定植を組な合わせてい

る。

6 残された問題点

(1)不耕起上壊の根圏環境およびセル苗の生育特

性解明

2)不耕起栽培 (部分耕を含む)の利用場面拡大
13)セル苗直接定植の新栽培方式 (養液土耕等 )

への適応性検討

(4)全自動接ぎ木ロボット等に対応した苗の生育

調節技術 (貯蔵を合む)の検討

7.お わりに

本県の夏季冷涼な気象条件を生かしたキュウリ

生産で,その生命線である「色鮮やかで水っぼく

歯ざわりの良い果実Jを いかに長期安定供給に結

び付けるかに取り組んだ事例紹介を行った。

他の野菜ではその形状や食味,栄養価,さ らに

は機能性と言った点で新需要につながる材料が多

いが,キユウリではこれまで,黒イボ系から自イ

ボ系への移行や,ブルームレスキュウリの普及と

その後の逆差別化といった以外,然 したる商材開

発はされていないように思われる。

低農薬生産やポストハーベストでの鮮度保持な

どで付加価値を与えて,有利販売をねらっている

例があるが,一般的には,野菜の消費が横這いま

たは減退傾向の中で,新需要倉1出は消費の拡大と

いうより,消費を確保する手段となっている。今

後さらに産地間の競争が激化することが予想され

る中で,こ こに紹介した生育特性を活用した経営

内部での短期リレー栽培だけでなく,気象特性を

活用した県内地域間,さ らには西南暖地の産地と

連携した産地問リレー栽培や流通システムの組織

的な検討も重要と思われる。
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